
神戸挑戦企業等支援補助金交付要綱 

 

平成27年４月１日 産業振興局長決定 

 

（目的） 

第１条  この要綱は，戦略産業分野における新事業展開のための試作開発や新素材・新製品の実

用化に向けた開発，大学・公設試等の研究機関等と連携し社会課題の解決につながる革新的な

開発に取り組む神戸市内中小企業若しくは神戸市内中小企業等により構成されるコンソーシア

ムに対し補助金を交付することにより，ものづくり技術の高度化と市内産業の振興を図ること

を目的として，地方自治法（昭和22年法律第67号），地方自治法施行令（昭和22年政令第16号），

神戸市補助金等の交付に関する規則（平成27年３月神戸市規則第38号。以下「補助金規則」とい

う。）に定めがあるもののほか，当該補助金の交付等に関して必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，中小企業とは，中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に

規定する中小企業者をいう。ただし，次の各号のいずれかに該当する者は除く。 

（1）発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業の所有に属している法人 

（2）発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業の所有に属している法人 

（3）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている法人 

２ この要綱において，戦略産業分野とは，航空・宇宙分野，医療・健康・福祉分野，農業・食

糧分野，環境・エネルギー（水素を除く）分野をいう。 

３ この要綱において，川下企業等とは，最終製品製造企業及びそのサプライヤー企業，大学，

研究機関，医療機関等をいう。 

４ この要綱において，大学とは，国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人，地方

独立行政法人法第68条第１項に規定する公立大学法人及び私立学校法第３条に規定する学校法

人が設置する大学をいう。 

５ この要綱において，公設試等とは，高等専門学校，大学共同利用機関，国立研究開発法人，

独立行政法人及び地方独立行政法人であって試験研究に関する業務を行うもの，国及び地方公

共団体の試験研究機関等，公益社団法人，公益財団法人，商工会議所，中小企業団体中央会，

TLO，第三セクター（地方公共団体が出資又は出えんを行っている一般社団法人及び一般財団

法人（公益社団法人及び公益財団法人含む。）並びに会社法法人）をいう。なお，次のいずれ

も満たす一般社団法人，一般財団法人，特定非営利活動法人は，公設試等に含むものとする。 

（1）役員（理事・評議員等）に大学の役員，職員や前記の公設試等の役員，職員及び地方公務 

員が複数含まれるなど，研究開発計画の運営管理を担える体制を有している。 

（2）定款等にものづくり産業または技術等の振興に資する目的や事業を定めている。 

 

（補助対象者） 

第３条  本補助金の交付を受けることができる者(以下「補助対象者」という。)は，次の各号に

定めるものとする。 

 



（1）単独枠 

神戸市内に本社または主たる事業所を置く中小企業で，神戸市市税条例に定める神戸市税

（以下「神戸市税」という。）の滞納又は未申告がない者とする。  

（2）コンソーシアム枠 

神戸市内中小企業が幹事となり,大学・公設試等の研究機関等もしくは幹事以外の企業，あ

るいはその両方と構成する２者以上からなるコンソーシアム。なおコンソーシアムに幹事以外

の企業を含む場合は，コンソーシアムを構成する企業の２分の１以上は神戸市内企業であるこ

と。また、コンソーシアムを構成する市内企業は、神戸市税の滞納又は未申告がない者とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 本補助金交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，次の各号のとお

りとする。 

（1）戦略産業分野における新事業展開のための試作開発事業 

補助対象者が行う戦略産業分野における，川下企業等との取引創出・拡大をめざして行う，

次に掲げるいずれかの事業。 

ｲ）川下企業等に対して，事業者等が有する優位性のある技術を提案するための試作開発 

ﾛ）川下企業等からの具体的なニーズに対して，技術的課題等を解決するための試作開発 

（2）戦略産業分野における新規開発事業 

補助対象者が行う戦略産業分野における新素材・新製品を開発する事業。 

（3）産学連携事業 

補助対象者が大学・公設試等の研究機関等と連携して行う，社会課題の解決につながる革新

的な開発事業。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，補助対象事業に要する経

費のうち，次の各号に掲げるものとする。ただし，金額は，消費税及び地方消費税を除いたも

のとする。 

（1）原材料・副資材の購入に要する経費 

（2）機械装置または工具・器具の購入，改良，借上または修繕に要する経費 

（3）外注加工に要する経費（設計委託，ソフトウエア開発委託等の経費を含む。） 

（4）技術指導の受入れに要する経費 

（5）開発に要する直接人件費 

（6）開発に必要な調査等に要する経費 

（7）展示会等への出展や広告印刷物の作成等に要する経費 

（8）その他，事業に必要と認められる経費   

２ 補助対象経費のうち，前項第１号から第３号に掲げるものについては，市内事業者への発注

を原則とする。 

３ 補助対象経費のうち，第１項第５号及び第７号に掲げるものについては，原則として，その

合計額は補助対象経費の総額の２分の１の額を上限とする。 

４ 前条第１号に定める事業にあっては，川下企業等からの受託費等がある場合は，第１項に掲



げる経費の合計から，その受託費等を控除した額を補助対象経費とする。 

 

（補助金の額等） 

第６条  補助対象者に交付する補助金の額は，次の各号のとおりとする。 

（1）単独枠 

  １補助対象事業につき，補助対象経費の２分の１以内とし，150万円を限度とする。 

（2）コンソーシアム枠 

１補助対象事業につき，補助対象経費の２分の１以内とし，単年度事業においては400万円， 

２か年事業の場合は，初年度は400万円，翌年度は200万円を限度とする。ただし，２か年事業

の２年目の補助金は当該年度の予算の成立を前提とする。 

２ 過去に本要綱に基づく交付を受けた者が，過去と同一と認められる事業内容により補助金の

交付を受けようとする場合は，補助対象外となる。 

３  前項の補助金の補助対象期間は，第７条に規定する補助金の認定交付申請が行われる年度の

当初から３月末日までとする。ただし，前項第２号の補助対象者は，事業の内容に応じて，前

項第２号に規定する額の範囲内において翌年度にまたがる事業期間を設定することができる。 

 

（認定交付申請） 

第７条  本補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，補助金規則第５条

第１項に基づき，次に定める書類を作成し，市長の定める期日までに，市長に提出しなければ

ならない。なお，第３条第１号にかかる申請者は，本条第２号の書類の提出は要しない。 

（1）神戸挑戦企業等支援補助金認定交付申請書（様式第１号） 

（2）コンソーシアム概要書（様式第２号） 

（3）企業概要書（様式第３号） 

（4）事業計画書（様式第４号） 

（5）神戸市市税条例に定める神戸市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書（様式第４号の

２） 

（6）その他市長が必要と認める書類 

２ 本補助金においては前項の規定にかかわらず，申請者は，電磁的記録により申請書類の提出

を行うことができるものとする。 

 

（認定交付決定） 

第８条  市長は，前条に定める書類の提出があった場合には，補助対象事業を認定するために事

業内容や事業の実施能力，補助金の額等に関する審査を行い，適当と認めるときは，補助金規

則第６条に基づき，補助対象事業の認定及び交付を決定するとともに，認定交付決定通知書

（様式第５号）により申請者に対して速やかに通知する。また，不適当と認めるときは，補助

金規則第６条第３項に基づき，不認定決定通知書（様式第６号）により，申請者に対し速やか

にその旨を通知するものとする。 

２ 前項に規定する申請者への通知については，電磁的記録により行うことができるものとする。 

 

 



（交付申請） 

第９条 第６条第１項第２号に定めるコンソーシアム枠の２か年事業の２年目において，補助

金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は，補助金規則第５条第１項に

基づき，神戸挑戦企業等支援補助金交付申請書（様式第７号）及び神戸市市税条例に定める神

戸市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書（様式第７号の２）を作成し，市長の定める期日

までに，市長に提出しなければならない。 

２ 本補助金においては、前項の規定にかかわらず、交付申請者は、電磁的記録により申請書類

を提出できるものとする。 

 

（交付の決定） 

第１０条 市長は，前条に定める申請書の提出があった場合には，補助金交付のための審査を行

い，適当と認めるときは，補助金規則第６条に基づき，補助金の交付を決定するとともに交付

決定通知書（様式第８号）により交付申請者に対して速やかに通知する。 

２ 市長は，第８条及び前項の補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）に

対し，補助事業者からの補助金概算払請求書（様式第９号）の提出に基づき，交付決定した金

額の２分の１の範囲内で概算払いを行うことができる。ただし，第３条第２号に定める補助対

象者については，３分の１の範囲内とする。 

３ 第１項に規定する交付申請者への通知については，電磁的記録により行うことができるもの

とする。 

 

（計画変更の届出等） 

第１１条 補助事業者は，次の各号のいずれかに該当する場合は速やかに補助事業計画変更等届

出書（様式第10号）を作成し，市長に届出なければならない。 

（1）当該交付決定に係る事業（以下「補助事業」という。）の内容若しくは遂行計画，又は補助

対象経費等に変更が生じた場合。（原則として，変更による補助対象経費の増減額が変更前

の金額の20％を超えない場合を除く） 

（2）補助事業を中止または廃止した場合。 

（3）補助事業が予定の期間内に完了しない場合，または補助事業の遂行が困難となった場合。 

２ 市長は，前項の申請があったときは，当該申請にかかる内容を審査し，承認することが適当

であると認めるときは，その旨を補助事業者に通知するものとする。 

３ 本補助金においては，第１項の規定にかかわらず，補助事業者は，電磁的記録により申請書

類を提出できるものとし，前項に規定する交付申請者への通知については，電磁的記録により

行うことができるものとする。 

 

（交付決定の取り消し） 

第１２条  市長は，補助事業者が補助金規則第19条第１項各号の一に該当するとき，または本要

綱に違反したときは，補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 

（事業実績報告の提出） 

第１３条 補助事業者は，補助事業完了後（補助事業の廃止等の承認を受けたときを含む。）10



日以内または当該補助金の交付決定日の属する市の会計年度の終了後10日以内のいずれか早い

日までに，補助金規則第15条に基づき，次に定める書類を作成し，市長に提出しなければなら

ない。 

（1）事業実績報告書（様式第11号） 

（2）その他市長が必要と認める書類 

２ 翌年度にまたがる事業期間を設定する場合，翌年度は前項の規定を適用する。 

３ 本補助金においては，第１項の規定にかかわらず，補助事業者は，電磁的記録により申請書

類を提出できるものとする。 

 

（補助金の額の確定） 

第１４条  市長は，前条の規定による事業実績報告の提出を受けたときは，報告に基づき補助事

業の成果を審査し，補助金規則第16条に基づき，補助金の額を確定するとともに交付確定通知

書（様式第12号）により補助事業者に対して速やかに通知するものとする。 

２ 市長は，確定した額を超える補助金を既に概算払いによって交付している場合は，期限を定

めて，その超える部分の返還を命ずるものとする。 

３ 第１項に規定する補助事業者への通知については、電磁的記録により行うことができるもの

とする。 

 

（補助金の請求） 

第１５条  前条第１項の通知を受けた補助事業者は，市長の定める日までに補助金請求書（様式

第13号）を，市長に提出するものとする。 

２ 市長は，前項の請求に基づき，補助事業者に対し補助金を交付するものとする。 

３ 本補助金においては，第１項の規定にかかわらず，補助事業者は，電磁的記録により申請書

類を提出できるものとする。 

 

（事業の状況報告） 

第１６条 補助事業者は，補助事業完了後も事業計画に基づき早期の実用化に努めなければなら

ない。 

２ 補助事業者は，補助事業の完了した日の属する事業年度の翌年度から５年間につき，毎年３

月末日までに当該補助事業に係る実用化の状況について，状況報告書（様式第14号）を作成し，

市長に提出しなければならない。 

３ 本補助金においては，前項の規定にかかわらず，補助事業者は，電磁的記録により申請書類

を提出できるものとする。 

 

（帳簿等の保存期間） 

第１７条 補助事業者は，当該補助事業にかかる帳簿及び書類を，当該補助事業の完了の日から

起算して５年を経過した日の属する市の会計年度末日まで保存しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第１８条  市長は，第12条による補助金の交付決定の全部又は一部を取消したとき，または，補



助事業者が，次の各号の一に該当するときは，補助金規則第20条第１項に基づき，期限を定め

て，既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずるものとする。 

（1）補助事業の遂行が困難となった場合 

（2）補助事業の遂行が不可能であることが客観的に判明した場合 

（3）その他本要綱に違反したとき 

 

（成果の発表） 

第１９条  市長は，必要があると認めるときは，補助事業の成果について，当該補助事業者に発

表するよう求めることができる。 

 

（知的財産権の帰属） 

第２０条 この補助事業により得られた知的財産権は，補助事業者等に帰属するものとし，本市

には帰属しないものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第２１条 補助事業者は，当該補助事業により取得し，または効用の増加した財産の額が50

万円以上であるときは，取得または増加した財産を，補助金規則第24条に基づく市長の

承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，又

は担保に供してはならない。 

ただし，補助事業の完了した日の属する会計年度終了後５年を経過する日を超えた場

合はこの限りでない。 

２ 前項に定める財産に係る承認は，財産処分等承認申請書を市長に提出してこれを受けな

ければならない。 

３ 補助事業者は，前項の承認対象となる財産に係る台帳を備え，その処分制限期間の間，保存

しておかなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２２条 第７条の認定交付申請及び第９条の交付申請の内容について，関係者は秘密保持に留

意しなければならない。 

 

（補則） 

第２３条  この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，所管局長が別に定める。 

附  則 

この要綱は，平成27年４月１日から施行する。 

この要綱は，平成29年４月１日から施行する。 

この要綱は，平成31年４月１日から施行する。 

この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 


